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１はしがき
１昭和49年法律第22号により「株式会社の監査等に関する商法の特例に
関する法律」（以下，「改正前の商法特例法」または「特例法」という｡）が制定さ
れ，同年法律第23号により保険業法の一部が改正されている。この保険業法
１）
の一部を改正する法律Iま，すでに指摘したように，保険会社の資本と基金の
２）
性格を誤解したものであり，保険会社とくlこ生命保険会社Iこ関するかぎり，
法の目的を果すことなく今日におよんでいるというめずらしい現象がふられ
たのである。
1）青谷・「保険相互会社の会計監査人監査と監査役の職務・権限」商事法務674号
（昭和49年８月５．１５日合併号）３４ページ以下。
2）改正法制定当時，資本の額が１億円以下の株式会社は，生命保険会社が４社，
損害保険会社が１社であり，資本の額（基金の総額）が５億円以上の会社は，生
命保険会社にはなく，損害保険会社には，株式会社15社，相互会社１社があり，
4８
資本の額（基金の総額）が10億円以上の会社は，生命保険会社にはなく，損害保
険会社には，１５社（株式会社の糸）があり，資本の額（基金の総額）が１億円を
こえ５億円未満の会社は，生命保険会社にはなく，損害保険会社には，株式会社
４社，相互会社１１社があり，資本の額（基金の総額）が５億円をこえ10億円未
満の会社は，生命保険会社にはなく，損害保険会社には，１社（相互会社の糸）
がある（青谷・前掲商事法務37ページ以下)。
２ここにおいてか，「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法
律｣の一部改正が行われた（昭和56年法律第74号。以下，「改正後の商法特例法｣と
いう｡)。これにともない，同年法律第75号により保険業法の一部が改正され
ている。
この改正法により，資本の額が５億円以上または負債の合計金額が200億
円以上の保険会社においては，監査役の監査のほか会計監査人の監査をうけ
なければならないこととなったのである。
２改正前の商法特例法のもとにおける会計
監査人による監査
１特例法によれば，資本の額が５億円以上の株式会社は，商法第281条
第１項第１号，第２号および第４号に揚げる書類ならびにその附属明細書に
ついて，監査役の監査のほか会計監査人の監査をうけなければならないとし
(２条．２０条．２１条・附則２項)，相互会社については，昭和49年法律第23号に
より改められた保険業法第67条により，特例法第２章の規定は，相互会社の
計算にこれを準用すべきものとし，特例法第２条，第20条および第２1条中
｢資本ノ額」とあるのは，これを「基金ノ総額」とするものとしている。
特例法によれば，資本の額が５億円以上の株式会社は，会計監査人の監査
をうけなければならないとしているのであるが，それは，株式会社の場合，
法律的にも経済的にも安定指標として資本の額の規模によりその適用範囲を
定めるのが適当であるとの考えかたによる蛆である。
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これを保険相互会社に準用する場合，資本は一般的に基金の総額と承られ
ていること（保険業法３条参照)，資本の額が指標とされた経緯にかんがみ，
技術的にも他に基準を求めることがむずかしいこと，などの理由のもとに，
｢資本ノ額」を「基金ノ総額」と読承替えるものとしたもののごとくである。
２保険相互会社の監査役は，基金の総額のいかんにかかわらず，改正法
の定める職務・権限を有する（取締役の職務の執行の監査権，営業報告を求め・
会社の業務・財産状態を調査する権限〈保険業法62条・商法274条>，取締役会に出席
し意見を述べる権限〈保険業法60条・商法260条の３>，取締役の違法行為をやめるべ
きことを請求する権利く保険業法62条・商法275条の２>，会社と取締役との間の訴訟
において会社を代表する権限〈保険業法62条・商法275条の４>，その他<保険業法54
-条・商法247条から249条まで，保険業法73条・商法415条，保険業法77条・商法428条，
蘂保険業法78条・商法２編４章７節，保険業法78条・商法２編４章９節２款>，保険業
法62条・商法274条の２，保険業法67条・商法281条の2.281条の４，保険業法77条・商
法420条，保険業法67条・商法281条の2.281条の４，保険業法67条・商法281条の３）。
なお，保険業務法67条は，特例法第３章を準用していないので，基金の総額
が１億円以下の保険相互会社であっても，その監査役の職務・権限は，改正
法の定めるところによって強化されることになる（保険業法62条・商法273条か
１）
ら278条まで)。
1）資本の額が１億円以下の保険株式会社にあっては，特例法第３章の定めるとこ
ろにより，その監査役は，従来どおり会計監査を行うにとどまり，業務監査をし
ないことになる。しかし，その職務は，従来にも増して強化されており，その地
位も保全されている（商法274条２項，280条．256条の２）。取締役と会社との訴
訟に関する会社の代表については，特例法第24条の規定により取締役会が定める
者が会社を代表することになる（なお，特例法25条・商法275条の４参照)。
生命保険株式会社は４社あるが，４社とも，その監査役には業務監査権はなく
会計監査をするにとどまることになる。
損害保険株式会社は20社あるが，そのうち－社の糸が業務監査権をもたないこ
とになる。
保険相互会社にあっては，基金の総額のいかんにかかわらず，その監査役は，
すべて改正法の定めるところによって業務監査権を有するのであるが，保険株式
5０
会社にあっては，たんに会計監査権しか与えられていないのは，どのような理由
によるものか，理解しがたいところである。検討を要する問題点であるが，この
ような結果になっているのについては，資本の額を基金の総額と単純に続糸替え
たことに起因するものがあるといえる。
３基金の総額が５億円以上の保険相互会社にあっては，その計算書類に
ついて会計監査人の監査をうけなければならない（保険業法67条・特例法２条.
20条.２１条)。
基金の総額が５億円以上の保険相互会社の会計監査人の職務・権限等は，
資本の額が５億円以上の保険株式会社の会計監査人の職務・権限限等と変わ
るところはない（保険業法67条・特例法７条，保険業法67条・特例法８条，保険業
法67条・特例法９条・１０条・１１条，保険業法67条・特例法４条，保険業法67条・特例
法12条から19条まで)。基金の総額が５億円に満たない保険相互会社にあって
は，会計監査人による監査を不要としている（保険業法67条・特例法２条．２０
条21条)。
４基金の総額が５億円以上であるかどうかによって，会計監査人による
監査を必要とする保険相互会社とそうでない会社との区別が生ずるものとさ
れており，一方，基金の総額が１億円以下の保険相互会社の監査役は，資本
の額が１億円以下の保険株式会社の監査役と異なり，改正法による強化され
た職務・権限を有するものとされている。
ところで，基金の総額が増減した場合における措置については，つぎのご
とぎ定めがなされている。すなわち，基金の総額が５億円以上である保険相
互会社の基金の総額が５億円未満となった場合においては，その後最初に到
来する決算期に関する定時総会の終結の時までは，会計監査人の監査をうけ
るものとする（保険業法67条・特例法20条)。基金の総額が５億円に満たない保
険相互会社の基金の総額が５億円以上となった場合においては，その後最初
に到来する決算期に関する定時総会の終結の時までは，基金の総額が１億円
１）以下の会社の特例lこよる（保険業法67条・特例法21条)。
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１）保険株式会社にあっては，資本の額が１億円以下の会社以外の会社の資本の額
が１億円以下となった場合においては，その後最初に到来する決期期に関する定
時総会の終結の時までは，なお従来の例による（特例法27条)。
５基金の総額が５億円以上の保険相互会社は，会計監査人の監査をうけ
なければならないのであるが（保険業法67条・特例法２条．２０条.２１条)，特例
法制定当時にあっては，生命保険相互会社は17社とも，基金を償却済である
ため（保険業法34条６号．６４条２項参照)，１社も存しないが，損害保険相互会
社は２社あるうちの１社は基金の総額が４億4,100万円，他の１社は５億円
となっているものの，特例法制定当時は，５億円とあるのは10億円とされて
いるため，１社も該当会社がないということになる（ただし，特例法附則２項
ｌ）
の経過措置による1o億円以上の制限がはずれた後は別である)。
1）昭和47年度保険年鑑（大蔵省）による。
６昭和49年法律第22号の特例法およびこの法律にともない改正された保
険業法（昭和49年法律第23号）は，保険会社を「資本の額」と「基金の総額」
によって異別の扱いをするものとしているのであるが，これは，保険会社の
資本，基金の性格を正しく認識していなかったものというのほかない。
ｌ）
株式会社の資本金（Grundkapital）は，すでlこのべたように，株主の醸出
した基金を意味するものであるが，一般に，生産会社の資本は，設備資金，
運転資金など事業資金（Betriebsfonds）に使われるが，保険株式会社の資本
は，むしろ保険契約者（被保険者）に対する担保資金（Garantiefonds）とし
２）
ての性格力:濃厚である。
同じ保険株式会社であっても，生命保険会社と損害保険会社とでは，その
間，若干の相違を象ることができる。
生命保険会社にあっては，会社の財産の大部分は，保険契約者の鱸出する
３）
保険料積立金（Deckungskapital，Bilanzdeckungskapital，Deckungsriicks‐
tellungs,Pr2imienreserve；r6servemath6matigue；mathematicalreserve）
5２
によって構成されているため，その経営に当たっては，株主総会またはそれ
によって選任される取締役の経営権にすべてをゆだねるのを妥当としないで,、
会社組織の変更その他重要な事項については，保険契約者総会を開きその意
見を聴取し，または採用すべきものとし，保険契約者の会社経営への参加を
糸とめている(保険業法21条から27条まで･112条．128案)｡この傾向は,社員
(保険契約者）の会社経営への参加をもってきわめて重要な特徴とする保険相．
互会社のありかたに接近したものといえるのであって，それだけ株主による
会社経営権への範囲が一般の株式会社のそれに比し制約をうけているという
ことになる。
損害保険会社にあっては，その資本金は，部分的には危険準備金（Garan-
tiefonds，ReservefUrbesonderenFtille；r6servepour6ventualit6diversesa
５）
contingencyfund）の役害lをはたしているので，生命会社の資本金とはやや
その趣を異にするものである。しかも，それは，多く会社設立当初にふられⅧ
る現象であって，順調に発展しつづけている会社にあっては，会社財産に対
する資本金の割合は，生命保険会社ほどではないとしても，一般の生産会社（
に比すれば，きわめて低いものとなっている。ただ，その営む保険事業ない
しは保険種類が多く，かつ，契約高の多い会社にあっては,それにみあう危険
準備金を備えて置く必要があるので，資本金もそれ相当な額とする必要があ．
６）
る。
このように，担保資金ないしは危険準備金としての`性格をもっている保険【
株式会社の資本金は,その性質上，生命保険にあっては比較的少額ですみ,損
害会社にあってはかなりの資本金が要求されるのである。しかし，そのいず
７）
れも，一般の産業会社の資本金ほど巨額の資本金を必要としなし､ものである。
特例法が，保険会社の資本金についてのこのような性質を無視して，資本
の額が５億円以上の保険会社にあっては，会計監査人の監査をうけるべきも
のとし，監査役については，改正商法（昭和49年法律第21号）による職務・権
限を有するものとし，資本の額が１億円以下の保険会社にあっては，会計監（
査人の監査を不要とし，監査役については，従来のように，たんなる会社監
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査にとどめ，業務監査権を承とめないとしていることについては，一考を要
するものであったといえるのである。
1）青谷・「保険相互会社の会計監査人監査と監査役の職務・権限」商事法務674号
146ページ以下。
2）青谷・「相互会社の定款について」生命保険協会会報43巻２号３ページ。
3）生命保険会社の昭和48年３月末の責任準備金は，最小の会社でも，181億9,778
万円を積承立てており（その他の法定準備金をいれれば，196億1,050万円，これ
は，資本金１億円の株式会社である｡)，最大の会社では，１兆5,409億1,480万
円（その他の法定準備金をいれれば１兆6,149億7,041万円，この会社は相互会
社である｡）を保有している（昭和47年度保険年鑑による｡)。
4）青谷監修・コンメンタール保険業法上巻406ページから４３９ページまで，下巻
１９３ページ以下，２５０ページ以下。
5）損害保険会社の昭和48年３月末責任準備金など法定準備金は，最小の会社でも
２８億9,100万円を積承立てており（資本金１億7,110万円の株式会社である｡)，
最大の会社では2,625億8,836万円（資本金200億円の株式会社である｡)を保有
している（前掲保険年鑑による｡)。
6）資本金３，０００万円の生命保険会社（資本金としては一番小さい会社）の昭和４８
年３月末の責任準備金は，527億732万円（その他の法定準備金をいれれば617億
7,664万円）となっている。
資本金１億円の損害保険株式会社（資本金としては一番小さい会社）の昭和４８
年３月末の責任準備金など法定準備金ば，１０８億9,338万円となっている（前掲
保険年鑑による｡)。
7）資料の注の3)から6)までの資料によって肯認されるように，保険会社にあっ
ては，その資本金は，担保資金，危険保証準備金としての性格がきわめて濃厚で
あるが，保険会社としては，むしろ，その負担する危険を保証するためには，一
般の生産会社にはふられないところの巨額な責任準備金など法定準備金を保有し
ており，その危険保証のため資本金に依存する割合は，きわめて微々たるものが
承られるのである。
７保険相互会社の基金（Griindungsfonds,Griindungsstock；capitalini‐
tial;initialcapital）は，創業費を支弁し，創業後若干の期間の危険を担保す
り
るﾌﾟﾋﾆめに設定されるものである。
２）
基金は，倉U業時Iこおける事業資金としての性格を強くもっており，いわば
5４
創業当初における借入金にすぎない。基金に対して，一定の利息が支払われ
るのもそのためである（保険業法64条)。それは，また，ある程度担保資金，
３）
いわ(王保証基金（GarantyCapital）としての機能を有するものである（保険
業法65条参照)。
しかし，基金は，株式会社の資本のように，企業とともに生れ，企業とと
もに存続するものではなく，創業後事業が１１頂調に進展して剰余金を生ずるよ
うになれば，その剰余金により設立費用が償却され，十分な準備金が積承立
てられるようになれば，不要に帰すべき性質のものであって，当然に償却ざ
４）５）６）
れるべき性質をもっているのである（保険業法64条)。
このように，基金は，準備金が十分に積み立てられるまでの間に生じた事
故に対する支払いを可能ならしめるための資金としての性質を有し，会社成
立後相当な期間内における経過的な意義を有するにすぎない。したがって，
基金を償却した後は，会社は，純粋に相互会社となることができるのであっ
て，相互会社は，基金を償却してはじめて純粋に相互的な会社となるのであ
７）
る。
相互会社の基金は，このような性格を有するのである。したがって，保険
株式会社の資本とも多分にその性格を異にするものがあり（資本は，その償却
は承とめられず，事業とともに生れ事業とともに存続する。しかし，それが担保資金
としての性格をもつ点においては，基金に類似したものがゑられる゜)，一般の産業
会社の資本とは，根本的にその性格を異にするものがある。
1）青谷・前掲生命保険協会会報43巻２号２ページ。
2）基金の性質が以上のごときものであることについては異論のないところである
が，保険業法第67条は，特例法第２条・第２0条・第２1条にいう「資本の額」を読
承替えるにあたり「基金の総額」（保険業法３条．３４条参照）といっている。そ
れは，保険業法第65条の基金償却積立金がある場合には，その額と未償却の基金
額との合計額である。同法第３条にいう「基金の総額」は，基金の一部が償却さ
れているときは,その償却にかかる基金の額と未償却の基金額との合計額が３，０００
万円以上でなければならないという趣旨である。承かたをかえていえば，生命保
険会社に例をとれば，責任準備金の総額が３，０００万円をこえるものにあっては，
会計監査人による保険会社の会計監査と監査役の権限（青谷）５５
基金を保有する必要はないことを意味する（昭和24年法律第184号附則８項参照）
（なお，三浦・改正保険業法解説１５２ページ)。
このようにゑてくると，保険業法第３条・第３4条にいう「基金の総額」は「責
任準備金の総額」でないことが理解されるのであるが，相互会社は，損害保険相
互会社は，２社とも基金を保有しているが，生命保険相互会社は，－社を除き，
基金の全額を償却している（後述３の５の注(1)参照)。
3）ドイツ保険監督法は，基金の額について法定していない。それは，相互保険事
業の性質に応じて，会社の適当とする額をきめればよいとの考えによるものであ
る。ただ，監督官庁は，その定められた基金が会社財産を構成するものとして低
きに失すると承とめるときは,その額の増額を要求し,事業免許をこれにかからし
めることができるとしているにすぎない（Mirner,DerVersicherungsverein
aufGegenseitigkeit,Ｓ、142.)。けだし，保険会社の規模の大小，その営む保
険の種類（たとえば，損害保険は生命保険に比しその引きうけている危険の性質
上比較的多くの基金を必要とする｡)などにより，場所的，時間的，物件的に危険
の平衡を保たしめるため事業の範囲を拡大する度合いに応じてきめればよいから
である。
4）旧保険業法（明治33年法律第69号）第14条は，保険株式会社の資本は10万円を
下ることができないものとし，第28条は，保険相互会社の基金についても10万円
を下ることができないものと規定していたのであるが，その理由につき，法典調
査会委員であられた岡野敬次郎博士は，「近年設立ノ保険会社へ，資本金１０万円
以上ト為シ居レルヲ以テ之二準拠」したものであって，「株式会社及相互会社ノ
何レモlo万円以上トアルハ，担保ノ性質上ヨリ見タルモノ故，普通ノ株式会社ノ
資本トハ其性質ヲ異ニスル」ものであると説明しておられる（明治32年12月20日
第２回保険業法議事記23ページ。なお，保険相互会社の基金につき，明治32年１２
月22日第３回保険業法議事筆記35ページ参照)。
5）保険業法第64条・第６5条に相当する旧保険業法第56条・第５7条につき，岡野博
士は，「基金」は，相互会社の担保であって，「剰余金」は，毎事業年度の終りに
会社が積永立てるべき金額のほかに不用の金銭を生じた金額である。第56条は，
この剰余金をもってするのでなければ基金の償却および基金醸出者に支払うべき
利息に充てることができないものとしている。また，第57条は，株式会社におい
て，利益金のうちから法定の積立をするのと同趣旨の規定である。これに関する
商法第194条第１項は，「会社'､其資本ノ四分ノーニ達スルマデハ利益ヲ配当スル
毎二準備金トシテ其二十分ノー以上ヲ積立ツルコトヲ要ス」と規定しているが，
これは株式会社においては，元来，資本をもって主としていることによるもので
ある（商法第194条は，現行商法第288条に該当する規定であるが，現在は，か
つての「二十分ノー」を「十分ノー」に改めている｡)。しかるに，第57条第１項
５６
において，損失の填補に備えるため云々と規定したの(よ，相互会社の性質上この
ようにするほかないからであると説明しておられる（明治32年12月25日第４回保
険業法議事筆記53ページ以下参照)。
保険相互会社設立当時基金を鱸出する場合における契約を基金契約（Griind‐
ungsfondsvertrag）といっているが，その性質は，発起人と基金酸出申込人と
の間に締結される双務諸成契約である（野津・相互保険の研究（新版）・341ペー
ジ以下・345ページ)。
6）Manes-Hagen，DasRechtsgesetziiferdieprivatenVersicherungs‐
ｕｎｔｅｒｎｅｈｍｕｎｇｅｎ,Ｓ,130；Labａｎｄ,zurLehreVersicherungsgesellschaft，
ａ.Ｇ・ｉｎＺＨＲ・Ｂｄ.，２４．ｓ､８５．
(7)Maclean,』.Ｂ，Lifelnsurance，1951,ｐ､５３１．
８①特例法第２章の準用保険業法第67条は，特例法第２章を準用し
ており，同法第２条・第２0条および第２1条にいう「資本の額」は，「基金の
総額」と読糸替えるものとしている。
そこで，保険相互会社にあっては，法律上は，基金の総額が５億円以上の
会社は，保険業法第67条によって準用されている商法第281条第１項第１号
(貸借対照表)，第２号（損益計算書)，および第４号（準備金および剰余金分配に
関する議案）に掲げる書類ならびにその附属明細書について，監査役の監査
のほか，会計監査人の監査をうけなければならないことになる。
②特例法第３章の不準用ところで，保険法第67条は，特例法第３章
を準用していないので，基金の総額が１億円以下の保険相互会社であっても，
資本金１億円以下の保険株式会社と異なり，特例法第３章にいう会社扱いは
されないことになる。ただ，基金１億円以下の保険相互会社は，特例法第２
章（保険業法第67条により準用されている｡)に該当する会社ではないので，会計
監査人による監査はうけないことになる。
監査役については，特例法第３章の適用をうける資本金１億円以下の保険
株式会社と異なり（保険株式会社については，保険業法に別段の定めをしていない
かぎり，当然に商法が適用されるのであるが，保険業法自体に特例法第３章を除外す
る旨の定めをしていない｡)，保険業法第62条の準用する商法第273条から第278
会計監査人による保険会社の会計監査と監査役の権限（青谷）５７
条までの規定によってその職務・権限が強化されたものとなる（保険業法第
62条は，特例法第３章を準用していない｡)。その結果として，監査役の職務・権
限については，資本金１億円以下の保険株式会社と基金の総額１億円以下の
保険相互会社との間に，不均衝が生ずることになる。それは，特例法と保険
業法が，資本金と基金とを同じ性格のものとふなしていることに起因するも
のである。
しかし，保険業法は，保険相互会社については，特例法のように，基金の
総額の大小によって，これを大会社と中・小会社に区別する意図をもってい
ないと解される。けだし，保険業法第67条（保険相互会社の計算に関する規定）
は，特例法第２章中の第２条・第２0条・第２1条にいう「資本の額」を「基金
の総額」と読糸替えているが，保険業法第62条（保険相互会社の機関に関する
規定）は，特例法第３章にいう「資本の額」を「基金の総額」と読承替えて
いないからである。
なお，保険業法第67条の準用する特例法第２章中の第20条および第２1条は，
基金の総額が増減した場合の経過措置について規定しており，基金の総額が
５億円未満となった場合においては，その後最初に到来する決算期に関する
定時総会の終結した後には，同法第２章の適用をうけることになる。前の場
合，法文上は，基金の総額が５億円未満で１億円をこえるものとなれば，依
然として大会社としては承るが，特例法第２章の適用をうけない会社となり，
後の場合，すなわち，基金の総額が１億円以下となった場合には，中小保険
相互会社(特例法第３章）とはならない。保険業法第67条は，特例法第３章を
準用していないからである。
このようにゑてくると，保険業法は，特例法にいう中小保険相互会社を承
とめていないが，基金の総額の大小，増減によって，特例法第２章の適用を
うける場合とそうでない場合があることを糸とめていることになる。
③基金の大小による区別特例法および保険業法は，基金の総額の大
小によって，保険相互会社のうち，あるものを大会社とし，これについては，
会計監査人の監査をうけるものとし，かつ，職務・権限の拡大された監査役
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をおくべきものとしているが，理解しがたい立法というのほかない。
損害保険にあっては，その規模が大きく保険による危険を多く引きうけて
いるときは，株式会社の場合，担保資金としての性格を有し，かつ，危険保
証準備金としての役割をはたしている資本の額が巨額なものとなってゆく傾
向があり，相互保険の場合も，その基金について同様の傾向がみられる。そ
れは，損害保険の性質上生命保険のごとぎ責任準備金を積承立てていないこ
とによるものである。
これに反し，生命保険にあっては，巨額の責任準備金を保有し，その額は，
大会社であればあるほど巨額なものとなっており，今日においては，全社と
も，基金の全額を償却している（保険業法64条．６５条参照)。
損害保険相互会社は，その危険を担保するため若干の保証基金を保有して
いるが，これらの会社は，いずれも相当の法定準備金を保有しており，不健
全な弱小会社はない。基金の全額を償却している会社は，その償却した額と
同額の積立金を保有しているのである（保険業法65条)。基金を償却している
相互会社は，基金が少ないというので，これを特例法にいう中小会社という
のであろうか。
④基金の大小によって生ずる問題保険業法および特例法は，基金の
全額を償却している保険相互会社および基金の総額が５億円に満たない会社
については，会計監査人の監査をうけない会社とする意図のもとに，これら
については，とくに規定するところがなかったものと解することができる。
しかし，特例法が，会計監査人による監査制度を設けたのについては，
｢大規模の株式会社の実Ｉ盾にかんが糸，会計監査人による監査を実施するこ
とによりその運営をいっそう適正にするため」にある（同法理由書）とするな
らば，これと匹敵する大規模の保険相互会社について，同法の適用を除外す
る理由は永いだせない。保険業法第67条および特例法第２章は，担保資金と
しての基金を５億円以上保有している相互会社の承に適用しようとしている
が，基金の性格からみて，理解しがたい立法というのほかない。
⑤法形式的には，以上の点が問題として指摘されるのであるが，立法の
会計監査人による保険会社の会計監査と監査役の権限（青谷）５９
過程において，現実に，保険相互会社で，基金の総額が５億円をこえるもの
はない（生命保険相互会社にはないが，損害保険相互会社には基金５億円を保有す
るものが－社あった｡）との認識のうえにたっていたものと推測される。
なお，保険相互会社については，生命保険にあっては，保険計理人がおか
れ（保険業法89条．90条)，損害保険にあっては，料率の適正化措置がとられ
ており（損害保険料率算出団体に関する法律)，監査役による監査が強化され(し
かし，資本の額が１億円以下の保険株式会社にあっては，従来どおりの権限)，大蔵
大臣による検査が行われるなど，加入者保護のため万全を期しているので，
とくに保険会社のため特別の基準を設けて，会計監査人制度を保険相互会社
に導入する必要はない，とする考えかたが，立法の過程においてあったもの
のごとくである。しかし，ひとしく保険計理人がおかれ，料率の適正化措置
がとられ，大蔵大臣による検査が行われることにより加入者保護の講じられ
ている保険株式会社については，一般の株式会社と同様の監査方式がとられ
ているのである。
銀行等の金融機関については，保険会社と同じく大蔵大臣による厳重な検
査が行われており，その監査役の職務・権限も強化されているとするならば，
これらの機関について，特別の基準を設けてまで会計監査人制度を導入する
必要はないということになる。
そうすると，保険会社について，以上のごとぎ取扱いをしている理由を他
に求めるのでなければ，銀行等のそれとの間に異別扱いをすることにつぎ，
矛盾をきたすことになる。
⑥特例法にいう小会社特例法第３章は，資本金が１億円以下の保険
株式会社の監査役は，たんに従来どおりの会計監査をするにすぎないものと
しているが，基金の総額が１億円以下の保険相互会社の監査役については，
保険業法第62条は，同法第67条のように，「資本の額」を「基金の総額」と
読み替える旨の定めをしていないの承でなく，特例法第３章を準用していな
いので，会計監査の糸でなく業務監査をもすることになる。なお，基金の全
額を償却し，純粋に保険相互会社となることのできた保険相互会社の監査役
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の職務・権限も同様に強化されたものとなっている。
これにつぎ，立法の過程において，保険相互会社は，保険業法第３条の資
本または基金引上げの必要性の問題意識や保険相互会社の規模の現状にかん
が承，資本金１億円をこえる保険株式会社に相当するものとして取り扱うこ
とを適当とし，保険相互会社については，特例法第３章を準用しないで，改
正法による監査役の職務・権限の強化規定を，すべての保険相互会社に適用
するのを相当とするといった考えかたがあったもののごとくである。基金の
全額を償却するにいたった相互会社は,すでにのべたように,相互会社本来の
姿にまで発展しえた会社であって，いわば純粋な相互会社となることのでき
た会社であるから，このような立法措置は当をえたものといえるのである。
しかし，資本金１億円以下の保険株式会社といえども，一般の産業会社の
資本金とは全くその性格を異にするものであり，その堅実性，経営の規模に
おいて１億円以下の基金を保有する相互会社にまさるともおとらないものが
あるとするならば，その監査役の職務・権限をことさらに旧法のように縮少
したものとする必要はない。立法論としては，資本金１億円以下の保険株式
会社については，特例法第３章の適用を排除する旨の定めをすべきである。
９資本と基金の性質上の差異より生ずる法の欠陥以上に指摘したよう
に，保険株式会社の資本は，一般産業会社のそれと多分にその性質を異にす
るものがあり，保険相互会社の基金は，保険株式会社の資本ともその性質を
異にしている。
保険業法第３条にいう資本金と基金は，創業当初の事業資金および創業後
会社の経営が堅実になるまでの若干期間の危険担保資金としての性格を有す
１）
るものとして理解すべきものである（もっとも，損害保険相互会社lこおいては，
すでにのべたように，生命保険のごとき巨額の責任準備金を保有していないので，そ
の基金が危険担保資金としての性格を有するため，相当額の基金を保有することが要
請されている｡)。したがって，一般的に資本と基金とを同視することについて
２）
Iま，問題があるといえる（保険業法67条による読永替え規定参照)。
保険会社の資本も基金も，ある意味では安定的指標としての性格をもって
会計監査人による保険会社の会計監査と監査役の権限（青谷）６l
いる。しかし，資本金は，会社の設立とともに生れ事業とともに存続するも
のであるが，基金は，事業が順調に進展すれば当然に償却されるべきもので
ある。両者を同律に同視して立法をしているところに問題があるということ
になる。
1）青谷監修・前掲コンメンタール保険業法上巻152ページ以下，同・全訂保険契
約法論１８７ページ以下，同.保険契約法論Ｈ８６ページ以下。
2）青谷・前掲コンメンタール下巻386ページ以下・410ページ以下・413ページ以
下・423ページ以下。
３改正後の商法特例法のもとにおける会計
監査人による監査
１昭和56年法律第74号により「株式会社の監査等に関する商法の特例に
関する法律」（以下「改正後の商法特例法」または「特例法」という｡）の一部が改
正され，同年法律第75号により保険業法の一部が改正されている。改正前の
特例法および改正前の保険業法に内在する問題点については，すでにのべた
ように，商事法務674号において指摘したところであり，そのあらましにつ
いては，２において摘示したとおりであるが，ここにおいては，改正法の内
容を分析のうえ，若干の問題について究明することとする。
２改正後の商法特例法によれば，会計監査人の監査をうけなければなら
’）
ない保険株式会社の範囲について，資本の額力２５億円以上であるもの，また
は最終の貸借対照表上の負債の部に計上した金額の合計額が２０o億円以上で
２）
あるもの(こ拡大されている（特例法２条)。このような大規模の会社の計算書
類およびその附属明細書(営業報告書および附属明細書については，会計に関する
部分にかぎる｡）が不正に作成されることによってもたらされる社会的影響の
大きさにかんが糸，会計に関する専門家の監査をうけることが適当であると
いうにある。
①会計監査人の選任等会計監査人は，株主総会において選任するも
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のとしてその地位を強化し（特例法３条)，会社監査人の選任に関する議案を
提出するには，監査役の過半数の同意を要するものとし，かつ，監査役は，
その過半数の同意をもって，取締役に対し，会計監査人の選任を会議の目的
とし，またはその選任に関する議案を提出することを請求することができ
るものとされており（特例法３条)，会計監査人の任期は，就任後１年以内の
最終の決算期に関する定時総会の終結の時までとし，別段の決議がないかぎ
り，当然再任されたものと承なすべきものとし（特例法５条の２)，会計監査
人は，何時でも株式総会の決議をもって解任することができるものとされて
おり（特例法６条)，一定の事由があるとぎは，監査役の全員の同意をもって
解任することができるものとされている（特例法６条の２)。会計監査人は，
その選任，不再任または解任について，株主総会に出席して意見をのべるこ
とができるものとされている（特例法６条の３)。なお，会計監査人が欠けた
場合または定款の定めた会計監査人の員数が欠けた場合において，遅滞なく
会計監査人が選任されないときは，監査役は，その過半数の同意をもって一
時会計監査人の職務を行うべき者を選任すべきものとされている（特例法６
条の４)。なお，会計監査人の欠格事由につぎ特例法第４条に特別規定がみら
れる。
②会計監査人の権限会計監査人は，会社の使用人に対しても，会計
に関する報告を求めることができる（特例法７条)。
③監査役に対する会計監査人の報告等監査役は，その職務を行うため
の必要があるとぎは，会計監査人に対してその監査に関する報告を求めるこ
とができる（特例法８条)。
④定時総会における貸借対罎照表および損益計算書の取扱い等各会計
監査人の監査報告書に貸借対照表および損益計算書が法令および定款に従い
会社の財産および損益の状況を正しく示したものである旨の記載があり，か
つ，各監査役の監査報告書にその事項についての会計監査人の監査結果を相
当でないとみとめた旨の記載がないときは，取締役は，貸借対照表および損
益計算書について定時総会の承認を求めることを要しないものとし，この場
会計監査人による保険会社の会計監査と監査役の権限（青谷）６３
合には，取締役は，定時総会においてこれらの書類を提出してその内容を報
告しなければならないものとされており（特例法16条)，また，貸借対照表お
３）
よび損益計算書またIよその要旨を公告しなければならないとされている
(特例法16条)。
⑤監査役の員数等監査役は，２人以上でなければならないものとし,
会社は，監査役の互選をもって常勤の監査役を定めなければならないとされ
ている（特例法18条)。
⑥柱主総会の招集通知への参考書類の添付および書面による議決権の
行使議決権を有する株主が1,000人以上の会社にあっては，株主総会の招
集の通知には，議決権の行使について参考書類を添付すべきものとされてい
の
る（特例法21条の２)。
上記の会社にあっては，株主総会の招集の通知に株主が議決権を行使する
ための書面を添付しなければならないものとし，総会に出席しない株主は，
その書面に必要な事項を記載してこれを総会の会日の前日までに会社に提出
し，これによって議決権を行使することができるものとされている（特例法
21条の３)。
1）保険株式会社における資本金および負債の会計額は，つぎのとおりである（昭
和55年３月末現在，昭和54年度大蔵省保険年鑑による。東京海上の承昭和56年３
月末現在)。
（A）損害保険株式会社
社名負債合計額（千円）資本金（千円）
東京1,014,050,098６８，０００，０００（56年11月現在）
安田661,116,856３０，０００，００Ｏ
大正404,042,211２３，０００，０００
住友346,859,926２０，０００，０００
日本331,521,379１８，０００，０００
同和233,254,79713,500,000
日産232,560,5214,800,000
興亜331,847,4257,500,000
千代田278,519,13013,203,906
6４
日新198,896,0905,500,000
日動353,436,84112,040,000
富士282,853,47310,371,320
大東京299,854,307１１，０００，０００
大成102,330,6381,600,000
束洋46,491,759１００，０００
朝日58,260,380２５０，００Ｏ
大陽22,702,125120,000
大同12,405,993171,105
東亜98,685,369７５０，０００
日本地震107,529,537１，０００，０００
⑧生命保険株式会社
社名負債合計額（千円）資本金（千円）
日本団体271,352,59030,000
平和105,100,765100,000
大正53,974,923１００，０００
協栄429,680,196９０，０００
西武2,573,802６，０００，０００
２）上掲の損害保険株式会社のうち，資本の額が５億円未満の会社は，東洋，朝日，
太陽，大同の６社であるが，これら各社の負債（責任準備金，保険業法第86条準
備金，支払備金その他）の合計額は，大同を除きいずれも200億円以上となって
いるので，特例法にいう大規模の株式会社ということになる。したがって，この
点に関するかぎり，上述の２において指摘した問題点は解消することとなるので
ある。
生命保険株式会社は，西武オールステートを除く４社の資本金は，いずれも５
億円未満となっている。しかし，負債合計額は，西武オールステートを除いて，
いずれも200億円をこえている。したがって，日本団体，平和，大正，協栄の４
社は，負債の総額が200億円をこえているという点で，また，西武オールステー
トは，負債の総額は200億円に達していないものの資本金が60億円となっている
ので，全社とも，大規模会社の範嶬にはいっていることになる。
3）このような大規模の株式会社においては，専門的かつ技術的な計算書類の内容
を一般の株主が判断することは困難であり，計算書類については，株主総会によ
って選任された会計監査人および監査役の厳重な監査がなされ，かつ，その監査
の結果が監査報告書により株主に開示されることを考慮のうえ，貸借対照表およ
び損益計算書については，会計監査人および監査役のこれを適法とする旨の意見
があったときは，株主総会の承認をうける必要がないものとしたのである。
会計監査人による保険会社の会計監査と監査役の権限（青谷）６５
４）大規模会社で株主の数が多いものについては，株主総会の招集の通知には，議
決権の行使についての参考書類を添付しなければならないものとするとともに，
株主の議決権の行使を容易にするため，書面による議決権を行使することができ
るものとしている。
３つぎに，資本の額が１億円以下の株式会社については，特例法第３章
中第22条から第27条までの規定が若干改正されている。すなわち，
①会計監査人の監査をうけなければならない株式会社の範囲につぎ改
正が行われたことにともない特例法第２条第２号に該当する会社も，第３
章の規定のうける会社から除くための改正が行われ（22条１項)，第22条第１
項の会社すなわち小会社の監査役は，取締役のほか，支配人その他の使用人
に対しても会計に関する報告を求めることができるものとされた（22条２項)。
②小会社においては，取締役は，計算書類を監査役に提出した日から
２週間以内に附属明細書を監査役に提出しなければならないものとされ（特
例法23条２項・商法281条１項)，計算書類等は，定時総会の１週間前から５年
間これを本店に備えおかなければならないものとされた（特例法23条４項)。
③第25条は，商法準用条文の改廃にともなう条文の整理にすぎない。
④小会社が第２条に該当することとなった場合においては，監査役は，
最終の貸借対照表にかかる決算期に関する定期総会の終結の時に退任するも
のとされた（特例法26条)。
⑤資本の額が１億円以下で特例法第２条第２号に該当した会社が，同
条同号に該当しなくなった場合においては，その後最初に到来する決算期に
関する定時総会の終結の時までは，小会社に関する規定を適用しないものと
している（特例法27条)。
４以上の２および３は，保険株式会社に適用される特例法についてのべ
たものであるが，保険相互会社については，特例法のうち必要とする条文を
保険業法において準用.するものとしている（保険業法54条・特例法21条の２，２１
条の３，保険業法67条)。
５改正後の保険業法によれば，会計監査人の監査をうけなければならな
６６
１）
い保険相互会社の範囲について，基金の額が５億円以上であるもの，また'ま
最終の貸借対照表上の負債の部に計上した金額の合計額が200億円以上であ
２）３）るものに拡大されている（保険業法67条・特例法２章)。その趣旨I土，保険株
式会社のそれと同じく，大規模の会社の計算書類およびその附属明細書（事
業報告書および附属明細書については，会計に関する部分にかぎる｡）が不正に作成
されることによってもたらされる社会的影響の大きさにかんが承，会計に関
する専門家の監査をうけることが適当であるというにある。
①会計監査人の選任等（特例法３条・５条の２．６条・６条の２．６条の３．
６条の４．６条の6)，権限（特例法７条）などについて，保険業法は特例法の所
要の規定を準用していない（保険業法62条.67条参照）がどうしてであろうか。
その他，特例法第８条，第16条のほか，監査役に関する特別規定（特定法１８
条）も不要というのであろう。
②しかし，保険業法第54条において，特例法第21条の２および第２1条
の３を社員総会に準用しているほか，少数社員による一定の事項を社員総会
の目的となすべき旨の請求をなしうる旨を規定し（保険業法52条の２，商法232
条の２参照)，社員総会招集の手続およびその決議の方法を調査させるため，
総会に先立ち検査役の選任を裁判所に請求することを承とめている（保険業
法53条ノ２，商法237条ノ２参照）ことなどが注目される。
③昭和49年法律第22号による商法特例法制定の背景については，多く
３）
の文献の示すとおりであるが，ドイツ，フランス，スイスなどの立法にZ入ら
れるように，会計監査の専門家による監査が参考とされたことはいうまでも
４）
なし､ところである。
しかし，この特例法を保険事業に準用することについては，会計監査人は，
会計学についての専門家ではあるにしても，保険会計学の専門家ではないの
で，問題がのこされることにならないであろうか。
'）保険相互会社における基金の総額および負債の合計額は，つぎのとおりである
（昭和55年度末現在，昭和54年度大蔵省保険年鑑による。日本，第一，朝日，明
治生命の承は，昭和56和３月末現在)。
会計監査人による保険会社の会計監査と監査役の権限（青谷）６７
（A）損害保険相互会社
社名負債合計額（千円）基金（千円）
共栄231,699,045230,000
第-230,312,337５００，０００
⑧生命保険相互会社
社名負債合計額（千円）基金（千円）
日本5,855,328,200
日産138,494,406100,000
東邦532,633,527
東京201,722,041
千代田749,925,473
太陽1,212,835,551
第-3,597,357,585
大同307,393,578
第百542,131,831
大和51,326,892
安田996,317,729
富国396,144,600
朝日1,971,974,918
明治2,050,110,716
三井1,213,267,524
住友2,580,391,117
2）上掲の損害保険相互会社のうち，基金の総額が５億円未満の会社は，共栄火災
１社であるが，その負債合計額は，200億円をこえており，第一火災は，基金の
総額，負債合計額のいずれの点からみても大会社としての要件をそなえているの
で，損害保険相互会社は，特例法にいう大会社ということになる。
生命保険相互会社は，－社を除いては基金を全額償却しているものの，負債合
計額は，いずれも２００億円をこえているので，特例法にいう大会社ということに
なる。
3）元木・「改正商法の概要」別冊商事法務50号55ページ以下。
4）ドイツ株式法，フランス商事会社法については，ひろく知られているところで
あるが，1936年に改正されたスイス債務法（1937年７月１日施行）第727条（選
任）は，「株主総会は，１人または数人の会計検査役（Revisor）を監査役とし
て選任しなければならない。株主総会は，補欠員を指名することができる｡｣。
「会計検査役および補欠員は，株主であることを必要としない。ただし，会計検
査役および補欠員は，取締役会員または会社の使用人であってはならない｡｣。
6８
｢信託会社または検査組合(Revisionsverb6nde)のごとき法人もこれを監査役に
任命することができる｡｣。「監査役は，第一次は１年，その後は３年を最長期間
としてこれを選任することができる｡」とし，第728条（任務・検査義務）は，
｢会計検査役は，損益計算書および貸借対照表が帳簿と合致するかどうか，帳簿
が正規に作成されているかどうか，および営業成績および財産状態の表示が法律
の評価原則（第662条以下）ならびに定款の一切の特別規定に適合しているかど
うかについて検査しなければならない｡｣。「前項の目的のため取締役は，会計検
査役に帳簿および書類を提示し，かつ，請求にもとづき，財産目録および財産目
録を作成した原則ならびに個々の特定事項につき，説明をしなければならない
(第722条第３項)」とし，第729条（任務・検査義務）は，「会計検査役は，取締
役の提出した貸借対照表および諸計算書につき報告書を株主総会に提出し，この
報告書には，貸借対照表の留保付または無留保の承認もしくはその取締役への差
戻を動議し，ならびに利益配当に関する取締役の提議につき意見を開陳しなけれ
ばならない｡｣。「前項の報告書の提出がないときは，株主総会は，貸借対照表に
ついて決議をすることはできない」（第698条)。「会計検査役は，その委任の執行
の際に発見した業務執行の暇庇または法律もしくは定款の規定の違反を当該責任
者の上位の職員および取締役会長に報告し，重要なる場合においては，さらに株
主総会に報告しなければならない｡｣。「監査役は，通常株主総会に出席する義務
を負うものとする｡」とし，第730条（任務・黙秘の義務）は，「会計検査役は，
その委任の執行の際に発見した事項を個々の株主または第三者に知らしめること
はできない」ものとし，第731条（特別規定）は，「監査役の組織に関して，さ
らにその他の規定を設け，監査役の権限および義務を拡張し，および特に中間検
査の執行について規定することは，これを定款（第627条第12号）および株主総
会に留保する。ただし，取締役の任務を監査役に委譲することはできない｡｣。
｢株主総会は，業務執行または個々の部分の検査のため，通常の会計検査役のほ
かに，特別の委員または鑑定人を任命することができる｡」旨規定している。
1975年ヨーロッパ会社法案第82条も，特別規定を設けるものとしている（法務
大臣官房司法調査部・「ヨーロッパ会社法案」７９ページ以下・310ページ以下。
６特例法の改正にともなう保険業法の改正をめぐる若干の点については，
すでに指摘したとおりであるが，とくに考慮すべきものとして，会計監査人
による保険会社の監査が，はたして法の期待するがごとき効果を発揮しうる
かどうかについては，憂慮すべきものがあることを指摘しなければならない。
７上掲の損害保険会社の負債合計額は，保険年鑑にふられるそれに掲げ
会計監査人による保険会社の会計監査と監査役の権限（青谷）６９
ているものの合計額，すなわち，保険契約準備金（支払備金，責任準備金)，未
払金，共同保険借，再保険借，外国再保険借，前受利息，諸預り金，仮受金，
預り保証金，在外負債，在外勘定借，納税充当金，貸倒引当金，退職給与引
当金，賞与引当金，保険業法第86条準備金，特定引当金（不動産等圧縮引当金，
海外投資等損失準備金,特別償却準備金の合計額)であり，生命保険会社の負債合
計額は，保険契約準備借金（支払備金，責任準備金，社員配当準備金)，代理店
借，再保険借，その他負債（納税充当金，未払金，前受収益，預り金，預り保証
金，仮受金，財形保険転貸借入金，厚生年金保険還元元借入金)，貸倒引当金，退
職年金引当金，保険業法第86条準備金，特定引当金（海外投資等損失準備金，
価格変動準備金）である。
ところで，損害保険株式会社の資本は，すでにのべたように，担保資金
(Garantiefonds）としての性格をもつものであり，生命保険株式会社の資本
も大差はないものの法の命ずるところにより莫大な保除料積立金（Pr2imien‐
reserve)を保有しており，資本が担保資金としての性格をもつものは，西武
オールステートのごとぎ保険料積立金の少なの会社を除いては，承られない
ところである。
保険相互会社における基金も，すでにのべたように危険保証基金(Garanty
Capital）としての性格（創業当初は,事業資金としての性格をかねそなえている｡）
としての性格を保有している。
このようにみてくると，特例法が資本・基金が５億円以上の会社としてい
ることは別としても，その負債の合計額200億円以上の会社としていること
に疑問なしとしない。その負債として掲げられているもののなかには，担,保
資金ないしは危険保証的な性格をもたないものがふくまれているからである。
資本または基金の額にこのような性格をもたせているとするならば，負債の
合計額も，このような担保資金ないしは危険保証資金としての性格をもたな
いものは除くべきであろう。すなわち，担保資金ないしは危険保証資金とし
ての性格を有するものの合計額200億円以上を保有する会社を大会社として，
会計監査人による監査を必要とする旨法定すべきではなかろうか。
7０
４保険会社の会計監査に関する問題点
１昭和49年法律第22号による株式会社の監査等に関する商法の特例に関
する法律の制定を必要とするにいたった背景には，昭和38年ごろから連続し
て発生した粉飾決算，大型株式会社の相つぐ倒産などを契機として，大企業
に対して特別の規制措置を設けることについての強い要請がおこったことに
ｌ）
よるものといわれる。しかるlこ，このようないまわしい事例のふられない保
険事業について，このような特例法を適用または準用（保険業法54条，６７条）
する理由は，これをどこに求めるべきかにつき，立法者は，その理由を明ら
かにしていない。金融業の中心をなすべき銀行等についても，この特例法を
適用している以上，保険事業についてもこれを適用するのは当然であるとい
うのかもしれない。
1）商法特例法制定の背景については，元木伸・商事法務912号56ページ以下（商
事法務別冊50号55ページ以下）および国会における政府委員の提案理由参照。
2）このような現象と表裏をなすかのどとく，わが国の経済は，戦後の「インフレ
ーション」（inflation）「しのび足インフレーション」（creepinginflation）そ
して「不況下のインフレーション」（StagHation）へと進展をつづけているので
あるが，経済界が活況を呈しているときは，そこに経済犯の行動舞台が築かれる
ものである。
このことは，第１次，第２次世界大戦後のドイツの経済犯罪にも顕著に承られ
るところであり，わが国においても例外ではない（これらにつき，青谷・「物価
高不況下における保険犯罪」・国士館法学8号59ページ以下，ドイツの文献につき
６７ページ参照)。
このような現象は，企業犯罪にまで波及している（これにつき，板倉編・企業
犯罪・ビジネス犯罪)。
２保険・銀行については，今日までのところ特例法の制定を必要とする
にいたった要因は発生していないのaZKでなく，保険・銀行の経営者をめぐる
犯罪も承られない（粉飾決算その他）とするならば，昭和49年にどのような理
由で銀行とか保険の事業について，このような特例法を導入したのかにつぎ，
会計監査人による保険会社の会計監査と監査役の権限（青谷）７１
１）
立法者は，その理由を明示すべきであったといえよう。すでにのべたよう'こ，
生命保険に関するかぎり，立法者は，資本の性質を誤解し，あるいは基金の
法的性質を正しく理解していなかったことにより，生命保険事業に関するか
ぎり，特例法制定いらい，この法律の適用をうけることなく今日におよんだ
のである。しかるに，昭和56年法律第74号および第７5号により全保険会社が
特例法の適用をうけることになったのであるが，特例法を設けた趣旨からす
れば，このような法律は，すゑやかに改正のうえ，特例法の適用を廃止すべ
きである（特例法は，昭和57年10月１日施行)。
保険をめぐる企業犯罪がふられたのは，明治38年２月ころまでのことであ
り
り，いらい今日まで77年あまりの間，いまわしいケースIまみられないとする
ならば，特例法を保険会社に適用することは全く意味のないことといわなけ
ればならない。
３）
特例法は，ひとしく金融機関である銀行などにつし､ても適用されている。
これら金融機関に対しては，国の厳重な監督規制のもとにおかれている以上，
これらの機関に対してさらに会計監査人による監査を必要とする理由は，こ
れをどこに求めるべきであろうか。
1）昭和49年特例法の制定に先立ち，とくに生命保険会社側からこれが不適用を要
請したところ，大蔵省銀行局当局によりこの要請が拒否されたと伝えられている。
2）青谷・「保険会社の解散を命ずる裁判」・保険学雑誌477号76ページ以下。この
判決は，大阪地方裁判所のものである（判決文の全文は，前掲誌88ページ以下参
照)。
3）保険会社が金融機関であることについては，米谷博士のつとに論じられている
ところである（米谷・「金融機関としての保険会社」・保険の研究127ページ以下)。
米谷博士も指摘しておられるように（生命保険協会会報14巻３号)，たしかに，
わが国においては，大正14年当時は，この点に関する研究もなく，保険会社の金
融上の地位も認識不十分の時代であったのであるが，今日においては，保険事業
は，銀行・信託などと全く同一の性質を有する金融機関としての地位を確立して
いるのである（前掲研究138ページ以下)。
３保険業法は，旧憲法時代の法のならわしとして，この法律の目的を示
7２
していないが，銀行法(昭和56年法律第59号)は，その第１条において，「銀行
の業務の公共性にかんが糸，信用を維持し，預金者等の保護を確信するとと
もに金融の円滑を図るため，銀行の行務の健全かつ適切な運営を期し，もっ
て国民経済の発展に資することを目的とする」とともに，「法律の運用に当
たっては，銀行の業務の運営についての自主的な努力を尊重するよう配慮し
’）
なげれ(玉ならない」と規定している。
銀行の業務も保険の業務も，ひとしく，国民の経済生活の安定をはかるこ
とを目的とし，社会経済上重要な機能を営むものであるから，他の商行為と
ｌ）２）３）
異なり社会公共性の濃厚な事業である。そのため，法I土，銀行・保険業務を
営む主体の資格について厳重な制度を設け，主務大臣の免許をうけたもので
なければこれを営むことができないものとしており（銀行法４条・５条，保険
業法１条・３条)，国の厳重な監督規制のもとにおかれている（銀行法24条から
29条まで，保険業法８条から12条まで等)。しかし，銀行法は，保険業法（１条.
１０条）と異なり，その業務約款の制定・改廃については，銀行の自主的な努
力を尊重する立前のもとに（法１条)，業務約款に関するかぎり自由主義がつ
４）
らぬかれてし､る。
1）法律の民主化をはかるため，日本国憲法の制定を契機として，法律文章もやさ
しくなり，法令に標題をつけ，法律の目的を掲げることによって立法者の意図す
るところを明示し（もっとも，法律にその目的を掲げることは，すでに昭和12年
の「臨時資金調整法｣，昭和１３年の「国家総動員法｣，「国民健康保険法」などに
もふられるところである｡）ている。
法には，それぞれの目的がある。民・商・刑法は，それぞれ倫理的規範・技術
的規範をその内容とし，それぞれの目的に従って人の人たるゆえを完成せしめよ
うとしているのである（OttoFriedrichvonGierke,DasdeutscheGenos‐
senschaftsrecht，vol､１，Ｓ､１－“WasderMenschist，verdankterder
VereinigungvomMenschandMensch,,)。イェーリンク（Rudolfvon
lhering)は，「目的は，全法律の創造者である」（ZweckistderSch6pferdes
ganzenRechts）といっているが，それは，法律の精神をとおしてそのうえに新
たな認識を進め，倫理ないしは道徳が法の延長として従来の個人的なものから社
会的なものに考えなおさなければならない，といった合理的世界観を説いたもの
会計監査人による保険会社の会計監査と監査役の権限（青谷）７３
である。
法は，われわれの複雑な社会生活規範を規律するものとして，その目的も多様
である。しかし，ある一つの法律のなかのある規定の目的は，それぞれの法また
は規定の意図するところに従い，一つであることもあり，二つ以上の要素の複合
した形をもつ場合もある。銀行法，保険業法は技術的色彩のきわめて濃厚な法律
である。われわれの社会生活規範に内在する経済に関するものとして合目的的考
慮のもとに一貫した考えかたをもってつらぬかれているのであるが，銀行法に関
するかぎり「銀行の自主的な努力を尊重する立前のもとに，その取引約定書（業
務約款）については，保険約款のように，その制定・改廃につき主務大臣の認可
を不要としていることは，理解しえないところである（銀行取引約定をめぐり紛
争が絶えないことは周知のとおりであるく加藤・吉原・「銀行取引｣その他多くの
判例参照〉。
2）保険の社会公共性につき，田中(耕）・商法研究２巻603ページ以下，米谷・「商
法一般における保険法の地位」・保険学雑誌326号，朝川・保険法研究３ページ以
下，大森・保険契約の法的構造319ページ以下，青谷・全訂保険契約法論１１４ペ
ージ以下，同.「企業それ自体の思想」生命保険経営43巻181ページ以下，同.
「保険契約者平等待遇の原則」常盤敏太博士喜寿記念論文集165ページ以下。
3）保険契約法草案（昭和55年２月保険法研究会）第１条は，「この法律は，保険
契約者，被保険者又は保険金受取人の利益を保護するため保険契約に関する基本
的な事項を定めるとともに，保険者が，この法律の規定を保険契約者の不利益に
変更する合意は，保険者においてこれを援用することができないものとし，もっ
て保険事業の公正かつ自由な競争を促進し，保険事業者の創意を発揮させ，事業
活動を盛んにすることによって国民の経済生活の安定とその福祉の増進に寄与す
ることを目的とする」と規定している。
4）近代的な企業においては，企業がその顧客との間に集団的取引を画一的に契約
する場合に，契約のつど個別的に契約内容について協議しないであらかじめ企業
が定めた定型的な契約条項によって契約を締結しているのであるが，銀行約款も
その例外ではない。しかし，保険業法第１条第２項第３号・第１0条，通路運送法
第12条，通運事業法第21条，海上運送法第９条，航空法第106条，電気事業法第
１９条，ガス事業法第17条，倉庫業法第８条，貸付信託法第３条・第４条，無尽業
法第３条などは，主務大臣の認可をえて定めるべきものとし，その認可をうけた
約款によらないで契約を締結することを禁止するとともに，その約款によっての
糸契約すべきことを強制している（保険業法12条，海上運送法48条，航空法157
条，電気事業法21条.２２条，ガス事業法20条など）にかかわらず，銀行法は，銀
行の自治にゆだねるものとしている。
７４
４保険会社においては，すでにのべたようIこ，資本または基金の総額が
５億円以上または負債の合計金額が200億円以上の会社にあっては，会計監
査人の監査をうけなければならないとされている（特例法２条）が，会計監査
人は，公認会計士試験に合格した者であり（公認会計士法５条以下)，会計学
(簿記，財務諸表論，原価計算および監査論)，経営学，経済学ならびに商法（海
商，手形および小切手に関する部分を除く｡）について公認会計士となるのに必要
な高等の専門的学識を有し，かつ，財務に関する監査，分析その他の実務
(税に関する実務をふくむ｡）について高等の専門的応用能力を有する者である
(公認会計士法８条．１０条）とはいえ，保険会計学，保険経営学，保険経済学，
保険契約法，保険財務に関する監査，分析その他保険の実務について必要な
高等の専門的学識を有し，かつ，これらについての高等の専門的応用能力を
有するものといえるかどうか疑問である，とするならば，会計監査人による
保険関係の計算書類および附属明細書について，的確な監査を期待すること
ができないというのほかない。
５保険業法は，生命保険会社においては，命令の定めるところにより保
１）
険計理人(actuary）を選任し，保険数理に関する事項を担当せしめなげれ(エ
ならない旨規定しており（89条)，保険計理人は，会社が保険業法により主務
大臣に提出する書類に掲げる事項のうち責任準備金その他の保険契約に関す
る準備金，未収保除料および保険約款の規定による貸付金の計算の正当であ
ることを確認しなければならないとし，これらの事項につぎ主務大臣の諮問
をうけたときは，遅滞なく，答申をしなければならないものとされている
(90条)。もし，保険計理人が，保険業法第90条の規定に違反し，正当の事由
なくして確認をせず，または不正の確認をしたときは，１年以下の懲役また
は50万円以下の罰金に処せられることになっている（148条)。
生命保険会社は，その事業の公共性にかんがみ，他の一般企業にくらべて，
とくに長期にわたる経営の健全性を確保することが要請されるのであるが，
経営の健全性をささえるため，とくに重要なことは，責任準倣備金の計算その
他保険数理上の諸計算を適正に行うにある。そのためには，保険数理に関す
会計監査人による保険会社の会計監査と監査役の権限（青谷）７５
る一定の学識経験を有する者をおく必要があるとして，それを保険計理人と
名づけ，法律上生命保険会社にその選任を義務づけたものである。なお，保
険業法は，生命保険会社によって選任された保険計理人が同法による責任者
としての職責遂行を期待しえないものと判断されるにいたった場合（職務の
,砺怠，不適任者と承なされるがごとき行為など）には，主務大臣にこれが解任命
令権を与え，公権力による実効性の確保をはかるものとしている（保険業法
89条２項)ｏ
さいきん損害保険会社においても，傷害保険など人保険類似の保険を行な
っており，そのため保険計理人を法律上の義務としてではなく，事実上おい
ているのであるが，この場合の保険計理人については，保険業法第89条，第
90条の適用はなく，第147条の罰則規定の適用もない。
(1)保険計理人は，ドイツにおいては，保険数学専門家（Versicherungsmathe‐
matiker）または保険総合知識専門家（Versicherungswissenschafter）とい
われている。保険計理人の資格については，保険業法施行規則第40条の２に規定
されており，その職務内容については，保険業法第89条第１項，同施行規則第４０
条に規定されている（その選任につき，施行規則41条参照)。保険計理人制度を
設けた理由，その職務の内容等については，青谷監修・コンメンタール保険業法
下巻89ページ以下・１０７ページ，保険計理人に関する立法例については，同書９９
ページ以下参照。
６保険事業においては，会計監査人による監査にゆだねることなく，保
険計理人をして監査せしめるか，または保険計理人の資格を有する監査役を
して監査させることとすべきである。これについては，すでにのべたように，
スイス債務法第727条から第731条までの規定に準じたものとすることが考
えられる。すなわち，つぎのとおりである。
保除業法第91条をつぎのように改め，同条のつぎに，つぎの２条を加える。
第91条株主総会又ハ社員総会'､第89条第１項ノ規定ニ依り選任サレタル
保険計理人ノ内１人又'､数人ノ者ヲ監査役トシテ選任スルコトヲ要ス此
ノ場合二於テ選任サレタル監査役ヲ兼任会計監査人と謂フ
７６
第91条ノ２次ノ各号ノーニ該当スル会社'､’第82条二褐クル書類，第８４
条ヨリ第88条迄二規定スル事項二付監査役（兼任会計監査人ヲ除ク）ノ
監査ノ外兼任会計監査人ノ監査ヲ受クルコトヲ要ス
１資本ノ額又'､基金ノ総額力５億円以上ノ会社
２最終ノ貸借対照表ノ負債ノ部二計上シタル金額ノ合計額力200億円
以上ノ会社
第91条ノ３株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律（昭和４９
年法律第22号）中必要条文を準用する必要がある。
７屯とより，以上のごとぎ立法をする前提要件として，保険計理人の試
験を現在以上に厳格なるものとし，その試験科目についても，現在以上に厳
選すべきものがあるようにおもわれる。そのためには，現在のように，保除
業法施行規則にゆだねることなく，保険業法において詳細な規定を設けるべ
１）
きてある（公認会計士法５条から16条まで参照)。
1）伝えられるところによれば，公認会計士が主要保険会社ないしは保険関係の研
究所に赴いて，アクチュリー，保険数理などに関する参考書を教えてほしい旨の
要請をしているようであるが，独学で勉強したにとどまる公認会計士による保険
会社の計算書類についての会計監査の結果に充分な信頼が与えられうるか疑問で
ある。より高度の保険計理人制度を樹立し，その試験に合格した会計監査人であ
れば別である。
